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オンデマンド型アウトソーシング

現在日本IBMは、“オンデマンド･ビ

ジネス”をキーワードとした戦略を展開

している。従来は、ユーティリティ･コン

ピューティングといえば“e-ビジネス･オン

デマンド”を指していた。現在では、オ

ンデマンド･ビジネスがユーティリティ･コ

ンピューティングを包含する上位概念と

して位置づけられ、従来よりIBMが推

進してきたオートノミック（自律）･コンピ

ューティングやグリッド･コンピューティン

グも、オンデマンド･コンピューティングを

実現するための主要技術の1つになる。

これらの技術は、企業のオンデマンド

経営への移行、あるいはオンデマンド

企業への変革を支援するためのインフ

ラであり、製品･サービスに組み込まれ

て提供される。

IBMが提唱するオンデマンド･ビジネ

スとは、これまで部門や事業分野ごと

の最適化を図ってきた企業が、組織や

プロセスを超えて同じデータを共有し

ながら統合可能になり、ITも部分から

全体の統合化に向かうなかで、ビジネ

ス･プロセスが企業の枠を超えたバリ

ュー･ネット全体に最適化され、ITイン

フラも環境の変化にダイナミックに対応

しながら、バリュー･ネット全体への統

合化がへ進む状況を指す。

この数年、オンデマンド･コンピューテ

ィングというコンセプトが各社から打ち

出されたが、そのほとんどがコンピュー

ティング環境や課金方式についての戦

略に留まっているのに対し、IBMは企

業の経営そのものがオンデマンドにな

ることを提示している。そして、企業が

構造改革を図り、生産性や品質、顧客

満足度の高い企業体質へと変革する

ための経営パートナーとして協業する

ことを目指している。

2003年11月、日本IBMは次世代の

オンデマンド型アウトソーシングの中核

技術基盤「ユニバーサル･マネジメント･

インフラストラクチャ（UMI）」を発表し

た。このUMIでは、サーバやソフトウェ

アなどのIT基盤を統合的、自動的に管

理し、コンピュータやアプリケーションを、

従量課金型でユーティリティ的に利用で

きるようになる。

日本IBMでは、2004年第2四半期か

ら米国IBMと連携して社内での実証テ

ストを開始しており、2005年初頭から本

格的なサービス展開を開始する。UMI

は、アウトソーシングやWebやアプリケ

ーションのホスティング･サービスなどの

オンデマンド型アウトソーシング･サービ

ス基盤として提供していく。

UMIは、大量サーバの一括管理、自

動構成と自動導入、サーバ資源の動的

管理、資源使用量管理などの機能を備

え、サーバ資源利用の最適化と省力

化、ピーク時耐久力の向上、従量制課

金を実現するための技術基盤になる。

これによりユーザーは、IT基盤の標準

化、IT利用の柔軟性の向上、運用コス

トの容易な管理および削減、運用品質

の向上、拡張性が高いIT環境の構築、

新規事業開始までのITの準備期間の

短縮、などが実現できる。

UMIは、業務アプリケーション単位

の利用から数万台のサーバ群の管理

まで、ユーザーの要望に合わせて以下

の2つの方法で提供される。

（1）ユーザーがIBMのセンターに導入
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された共用UMI基盤上のサーバを従

量制で利用する

（2）ユーザー専用UMIとして導入し、大

量サーバの自動運用管理インフラ基盤

として利用する。

さらに、2004年10月には北米、欧州、

アジアに11カ所あるオンデマンド･サー

ビス･センターの拡張と、3種類の新し

いユーティリティ･コンピューティング関連

サービスを発表している。拡張される

のは、米国、ドイツ、イタリア、スウェーデ

ン、英国、オーストラリア、日本、シンガ

ポールで運営している11カ所のオンデ

マンド･サービス･センターで、これ以外

のセンターについては、2005年に拡張

が予定されている。

この拡張は、UMIの環境に対して実

施され、世界各地のオンデマンド･サー

ビス･センターにUMIを導入することに

よって、どこからでもユーティリティ･コン

ピューティングが利用できるようになる。

また、IBMが提供を開始したUMI関

連の新サービスとしては、「eServer」

「Tivoli」「WebSphere」を使用したユ

ーティリティ･コンピューティング環境を構

築するためのサービス「Infrastructure

Services Readiness Engagements

for Utility Computing」、利用したプ

ロセッサやストレージ、ネットワークなど

の量に応じて使用料が発生する料金

体系「Flexible Demand Option」、金

融サービス、ハイテク、生命科学、自動

車業界向けのCRMソリューション「ホ

ステッドCRMソリューション」の3製品が

発表されている。

既存のIT環境を
オンデマンド化

IBMの提供するUMIは、ITインフラ

を利用する際に、固定コストを低減し

変動コストの比率を高め、高い柔軟性

を確保するといった点で、ユーティリテ

ィ･コンピューティングが目指すシステム

利用と基本的に同じアプローチをとっ

ているが、「IBMの提唱するオンデマン

ド･ビジネスは、あくまでも顧客のビジネ

スをオンデマンド化することに主眼を置

いている」（アウトソーシング事業部部

長、小林正一氏）とし、導入アプローチ

の違いを指摘している。

企業のビジネスをオンデマンド化する

というのは、たとえば、製造業であれ

ば、在庫コストや製品コストなど、企業

内で発生するコストをすべて変動化し、

サプライ･チェーン管理（SCM）を構築

して必要な原材料やパーツだけを調達

し、さらには、製品の中間在庫を削減

して製造プロセスをスリム化し受注生

産的に変革することを指す。つまり、企

業のビジネス･プロセスや方法を変える

ことを意味する。このようなユーザー側

の変革に対して、ITインフラを提供す

るベンダー（IBM）側も同様に変革し、

固定的なコストを変動化させるという考

えに基づいている。従量課金とその仕

組みは基本的に同じであるが、そこに

至るアプローチが他社と一線を画す。

また、IBMは他の製品／サービスと

同様に、ユーティリティ･コンピューティン

グにおいても、ビジネス･コンサルティン

グを含めた展開を図っている。小林氏

によると、オンデマンド型のコンピューテ

ィング環境を実現するには、その前段

階として準備すべきことが多いという。

これは、ユーティリティ･コンピューティン

グ環境を新規に構築するのであれば、

最新の設計手法と技術を導入して比較

的容易に行なうことができるが、実際

は既存のシステム環境上でユーティリテ

ィ･モデルを実現していくことになる。そ

の場合、ITインフラをオンデマンド化す

る前に、アプリケーション構造をエンタ

ープライズ･アーキテクチャ（EA）に沿っ

て再構成したり、大量のサーバを統合

する作業が発生する。また、企業のビ

ジネス構造から変更する場合もあると

いう。「さまざまなレベルからオンデマン

ド化する方法があるが、システム環境

は個々のユーザーごとに異なり、場合
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によっては投資が必要になることもあ

る。このような点から、コンサルティング

やITアーキテクトが必要になる。サー

バ統合にしても、方法は1つだけではな

い」（小林氏）。同社では、ITインフラの

オンデマンド化する場合に、その前段

階で必要となるアセスメントからコンサ

ルティングを含めて、サービス提供でき

る点を強調している。

センター“ハブ”で制御するUMI

IBMの製品やサービス、ソリューショ

ンはすべて、その全社戦略であるオン

デマンド･ビジネスを実現するものとして

提供される。ユーティリティ･モデルに対

応した製品についても、これまでオンデ

マンド対応のハードウェアおよびソフト

ウェア製品として、個々に提供されてき

たが、ユーティリティ･コンピューティング

を実現するソリューションは、オンデマ

ンド型アウトソーシングとしてサービスで

提供される。

ユーティリティ･コンピューティング

の技術基盤となるUMIは2003年11月

に発表されたが、市場に向けた製

品／サービスのオファリングとしては、

2004年10月に発表されたサービス

「Infrastructure Services Readiness

Engagements for Utility Comput

ing」と、料金体系「Flexible Demand

Option」が初めてとなる。

また同時にIBMは、北米、欧州、ア

ジアの11カ所のオンデマンド･サービ

ス･センターを拡張したことを発表して

いるが、ユーティリティ･コンピューティン

グ向けのサービスは、それらのセンター

に実装されたUMIを通して提供され

る。つまり、ある特定の1つのものを開

発しているということではなく、アーキテ

クチャとしてネットワーク込みでサービス

を提供する。

「基本的にIBMが持っている数箇所

のデータセンターでサービス提供できる

ほか、そのネットワークに接続する仕組

みを装備しているユーザーは、IBMの

データセンターでなくともサービス提供

できる」（日本IBMのサービス事業サー

ビス･デリバリー･センター e-テクノロジ

ー･センター部長、小川久仁子氏）。

現在、日本IBMのサービス部門で

は、ユーティリティ･コンピューティングを

実現するために、ITリソースをサービ

スとして提供するための基盤アーキテ

クチャを構築している。この基盤が

UMIと呼ばれるものであり、ソフトウェ

ア、プロセスの概念、ノウハウなどを組

み合わせて構築している。また、このア

ーキテクチャは、米国、アジア太平洋、

欧州と全世界共通でグローバルに展開

されている。このアーキテクチャの最大

の特徴は、グローバルな階層構造にあ

るという。「その階層構造によって、ハブ

と呼ばれる箇所からグローバルに全体

をコントロールする。その下にアジア地

区や日本というようにネットワーキングさ

れる構造だ。このため、いずれはグリ

ッド技術を活用して情報を共有するこ

とも可能になる」（小林氏）。

日本IBMでは、現在のアウトソーシ

ングの提供形態が、今後はユーティリテ

ィ･コンピューティング･サービスへ移行

していくと見ている。そして、その違い
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がないようにしようとしている。つまり、

IBMのアウトソーシングのインフラ自身

も、ユーティリティ･モデルへと変革して

いくことになる。

適切に即応できる環境を実現

ユーティリティ･コンピューティングの導

入によって、コストメリットが生み出せる

か否かは、当然のことながら、ユーザ

ー側の使用しているアプリケーションや

業務特性によって異なるが、通常のコ

ンピューティング環境で運用されている

システムで使用率が非常に高い場合

は、ユーティリティ･コンピューティングに

移行したとしても、大きな効果は見込め

ない。従量課金制のユーティリティ･コン

ピューティングでは、システム利用率の

変動性が高いに効果が大きい。通常

の運用では20～30％、ピーク時に80％

というケースであれば、全体の平均値

は下がるので、ユーティリティ･モデルの

方が安価になり、コストを削減できるこ

とになる。

ここで日本IBMは、同社が実現しよ

うとしているのは、システムを販売する

ためのユーティリティ･コンピューティング

ではないという。「われわれが提供する

オンデマンド･サービスは、他社のよう

ないわゆる“箱売り”とは違って、マネー

ジド･サービスを含んでいる」（小川氏）。

つまり、提供しているサービスの内容と

カバー領域が異なるため、他社と比較

することはできないという。

また、ユーティリティ･コンピューティン

グはコスト削減を可能にするという主張

について小川氏は、ビジネスの観点か

らすると、コストに対する評価は、ユー

ザーがユーティリティ･モデルを導入した

ことで、どのようなビジネス上のベネフィ

ットがもたらされたかで、変わってくるは

ずだという。日本IBMではこれまで、環

境の変化が激しい現在では、企業経

営における発想の転換が必要であると

いうことを訴求してきた。

「われわれは運用部隊として、環境

の変化に迅速に対応できる仕組みを提

供する。それがUMIというアーキテク

チャだ。コストに関しては、業務によっ

て低下する場合もあれば、そうならな

いケースもある。われわれのアーキテク

チャは、限りなく自動化されているため、

環境の変化に適切に対応できる。自動

化を実現するためには、当然、標準化

が必要になると。このような考え方でオ

ンデマンド･サービスを提供しているの

で、コスト削減を目的としたユーティリテ

ィ･コンピューティングとは別物といえる」

（小川氏）。

2005年から本格展開を開始

日本IBMでは、2003年11月にUMI

が発表される以前から、使用量に応じ

て料金が変動するというオンデマンド

型の料金体系を提供している。ただし、

その体系はリソースの使用料が固定化

されていた。今回のUMIによって、リソ

ース自身を共有し、サービス･コストが

オンデマンド化されることになる。

IBMが提唱しているオンデマンド･ビ

ジネスは、従来のような購入ではなく、

必要なときに調達するという考え方だ。

これはコンピュータやITリソースに限

らず、調達モデルの方がビジネス･モ

デルとして有利だという考えに基づい

ている。

IBMは、顧客のビジネス･モデルが

オンデマンド化していくなかで、それを

提唱する自分自身も、IT環境をオンデ

マンド化しようとしている。まもなく登

場する予定のUMIによって、オンデマ

ンド･ビジネスを可能にするような技術

を開発し、製品やサービスを提供する

ことにコミットしたといえる。「ITリソー

スを仮想化することによって、IBMとし

てのコストも変動化できるようになれ

ば、そのメリットを顧客に還元できる」

（小林氏）。

UMIは、IBMのベスト･プラクティス

（最適実証例）と、中核のミドルウェア、

ワークフローの3つを実装する技術基

盤になる。

「UMIで運用の仕組みを自動化しよう

としている。グリッドやオートノミックと

いった技術もコア･テクノロジーとして

あるが、われわれが目指しているのは、

究極のオートメーションを構築すること

だ。それによって、人的なミスや問題発

生がなくなり、運用効率も上げること

ができる」（小川氏）。

日本IBMでは、UMIを2005年から本

格展開する。ただし、現在のUMIはま

だ発展途上にあり、今後も機能強化さ

れてバージョンアップしていく。現在は

第2ステップ（バージョン2）の段階にあ

り、次の第3ステップではオートノミッ

ク機能が実装される予定だ。

「ユーザーのコンピューティング環境

をオンデマンド化するためには、われ

われがそこに至るまでの過程もサポー

トし、支援していく必要があると考えて

いる。それができることが、IBMの強

みだ」（小林氏）。「運用部隊としては、

ビジネス面から見たときの要求に対応

していきたい。顧客のビジネスの変化

に合わせて、オンデマンドでITリソー

スを提供することが目標だ。現在は論

理区画や時間単位の課金になっている


